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(57)【要約】
【課題】揮発性有機化合物量が抑えられた仕様（低ＶＯ
Ｃ仕様）の粘着製品であって、そのことが効果的に表示
された粘着製品を提供する。
【解決手段】本発明により提供される粘着製品１は、被
着体に貼り付け可能な粘着面１０Ａを有する粘着剤層１
０と、該粘着剤層の背面１０Ｂ上に配置された支持シー
ト１７とを備える。粘着剤層１０は、１ｇ当たりのトル
エン放散量が２０μｇ以下であり、且つ総揮発性有機化
合物量が３００μｇ以下である。そして、支持シート１
７の背面１７Ｂには、緑色および青色から選択される色
彩の標章１６が表示されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被着体に貼り付け可能な粘着面を有する粘着剤層と、該粘着剤層の背面上に配置された
支持シートと、を備えた粘着製品であって、
　前記粘着剤層は、以下の特性：
　８０℃で３０分間加熱したときのトルエン放散量が、該粘着剤層１ｇ当たり２０μｇ以
下である；および、
　８０℃で３０分間加熱したときの総揮発性有機化合物量が、該粘着剤層１ｇ当たり３０
０μｇ以下である；
　を満たし、
　前記支持シートの背面に、緑色および青色から選択される色彩の標章が表示されている
、粘着製品。
【請求項２】
　前記標章は、揮発性有機化合物量が少ないことを表す文字、図形もしくは記号またはこ
れらの結合と、前記色彩との結合である、請求項１に記載の粘着製品。
【請求項３】
　前記標章は緑色である、請求項１または２に記載の粘着製品。
【請求項４】
　前記支持シートの背面の面積のうち、前記標章の面積が５％以上８０％以下である、請
求項１から３のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項５】
　前記粘着剤層を構成する粘着剤は、水分散型の粘着剤組成物から形成された粘着剤であ
る、請求項１から４のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項６】
　前記支持シートの前面は、該前面から前記粘着剤層の背面を剥離可能な剥離面となって
おり、
　前記粘着剤層は、非剥離性基材の両面に粘着剤を有する両面粘着シートとして構成され
ている、請求項１から５のいずれか一項に記載の粘着製品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被着体に貼り付け可能な粘着剤層を備えた粘着製品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　両面粘着テープ等の粘着製品は、その粘着面を被着体に圧着することで該被着体に貼り
付けできるという作業性の良さから、種々の分野に利用されるようになってきている。近
年では、環境衛生に対する意識の高まりに伴い、粘着製品から放散するＶＯＣ（Volatile
 Organic Compounds）量、より具体的にはトルエン量（トルエン放散量）や総揮発性有機
化合物（Total Volatile Organic Compounds；ＴＶＯＣ）量の低減に対する要望が強まっ
ており、かかる要望を満たす粘着製品が求められている。この種の技術に関する技術文献
として特許文献１が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－１１１８１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、トルエン放散量および／またはＴＶＯＣ量が低減された（すなわち、低
ＶＯＣ仕様の）粘着製品は、低ＶＯＣ化のための措置（すなわちＶＯＣ対策。例えば、Ｖ
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ＯＣ量の低減に適した原料や製造方法を採用する等の方策）がとられていない従来の粘着
製品に比べてコスト高になりがちである。また、粘着製品に求められる低ＶＯＣ化の程度
や優先度は、その粘着製品において予定される用途（使用者、使用地域、使用環境等）等
によっても異なる。このため、低ＶＯＣ仕様の粘着製品と従来の（低ＶＯＣ仕様ではない
）粘着製品とを用途等に応じて使い分けているのが現状である。
【０００５】
　かかる状況のもとでは、粘着製品が低ＶＯＣ仕様であるか否かを容易に判別し得るよう
に配慮することに大きな意義がある。しかし、低ＶＯＣ仕様の粘着製品であることが例え
ば該粘着製品の包装材に記載されていても、その粘着製品の開封後は上記包装材が取り去
られてしまうため、実際に粘着製品を使用する際には上記包装材の記載内容を参照するこ
とができない。このため、低ＶＯＣ仕様の粘着製品とそうでない製品との取り違えが起こ
り、あるいは取り違え防止対策のための余分な労力や制約が発生し得るという不都合があ
る。かかる不都合を解消するためには、粘着製品を実際に使用する際に、当該粘着製品が
低ＶＯＣ仕様であることを容易に確認し得る構成とすることが望ましい。このことによっ
て、例えば、粘着製品の使用者（例えば、該粘着製品を接合手段に用いて電気製品の組み
立てを行う作業者）の負担を軽減することができ、また両仕様の粘着製品をより正確に使
い分けることができる。そこで本発明は、低ＶＯＣ仕様の粘着製品であって、且つ、その
ことが効果的に表示された粘着製品を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明により提供される粘着製品は、被着体に貼り付け可能な粘着面を有する粘着剤層
と、該粘着剤層の背面上に配置された支持シートと、を備える。前記粘着剤層は、以下の
特性：８０℃で３０分間加熱したときのトルエン放散量が、該粘着剤層１ｇ当たり２０μ
ｇ以下である；および、８０℃で３０分間加熱したときのＴＶＯＣ量が、該粘着剤層１ｇ
当たり３００μｇ以下である；を満たす。そして、前記支持シートの背面には、緑色およ
び青色から選択される色彩の標章が表示されている。
【０００７】
　かかる粘着製品は、上記トルエン放散量およびＴＶＯＣ量を満たす粘着剤層を備えるの
で、高度な低ＶＯＣ化が求められる分野を含む種々の分野において好適に利用され得る。
また、支持シートの背面に緑色および／または青色の標章が表示されており、一般に緑色
や青色（殊に緑色）は環境に優しい製品（環境負荷の低い製品）であることを連想させる
ため、粘着製品の外観を通じて低ＶＯＣ仕様であることを瞬時に認識することができる。
そして、上記標章は、支持シートのうち該支持シートが粘着剤層に接している面と反対側
の面（背面）に表示されているので、粘着製品の使用時（被着体に貼り付けたり所定サイ
ズにカットしたりする際等）に、当該粘着製品が低ＶＯＣ仕様のものであることを確認し
つつ作業を行うことができる。したがって、使用者の負担（確認の手間、精神的負荷等）
を軽減しつつ、低ＶＯＣ仕様の粘着製品と他仕様の粘着製品とを正確に使い分けることが
できる。
【０００８】
　前記標章は、ＶＯＣ量が少ない（すなわち、低ＶＯＣである）ことを表す文字、図形も
しくは記号またはこれらの結合（以下、文字等ということもある。）と、前記色彩との結
合であることが好ましい。このことによって、色彩のみならず文字等により表わされる情
報（表示の内容）からも、粘着製品が低ＶＯＣ仕様のものであることを更に確認すること
ができる。
【０００９】
　前記標章の色は緑色であることが好ましい。緑色は、環境に優しいことを連想させる効
果が特に高いためである。また、前記支持シートの背面の面積のうち、前記標章（下地と
同色の部分は含まない。）の面積は、５％以上の範囲とすることが好ましい。好ましい一
態様では、上記標章の面積が５％以上８０％以下の範囲にある。かかる範囲とすることに
より表示効果が高められる。
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【００１０】
　前記粘着剤層を構成する粘着剤は、水分散型の粘着剤組成物から形成された粘着剤であ
ることが好ましい。かかる粘着剤組成物は、ここに開示されるトルエン放散量およびＴＶ
ＯＣ量を満たす粘着剤層を形成するのに適している。
【００１１】
　ここに開示される粘着製品の好ましい一態様では、前記支持シートの前面は、該前面か
ら前記粘着剤層を剥離可能な剥離面となっている。そして、前記粘着剤層は、非剥離性基
材の両面に粘着剤を有する両面粘着シートとして構成されている。かかる態様の粘着製品
は、上記両面粘着シートを介して被着体（複数の被着体であってもよく、単一の被着体の
一部と他部であってもよい。）を接合する用途に好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る粘着製品の一構成例を模式的に示す斜視図である。
【図２】図１のII－II線断面図である。
【図３】本発明に係る粘着製品の他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【図４】本発明に係る粘着製品の他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【図５】本発明に係る粘着製品の他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【図６】本発明に係る粘着製品の他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【図７】本発明に係る粘着製品の他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、当該分野における従来技術に基づ
く当業者の設計事項として把握され得る。本発明は、本明細書に開示されている内容と当
該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。また、以下の説明において
、同様の作用を奏する部材または部位には同じ符号を付し、重複する説明は省略または簡
略化することがある。
【００１４】
　本発明により提供される粘着製品の典型的な構成の一例を図１および図２に示す。この
粘着製品１は、長尺シート状の粘着剤層１０と剥離ライナー１７とが重ね合わされて長手
方向に捲回されたロール形態の製品である。粘着剤層１０は、両面が非剥離面となってい
るシート状基材（非剥離性基材、例えば不織布）の両面に粘着剤１４，１５を有する両面
粘着シート（基材付き両面粘着シート）として構成されている。ライナー１７は、本構成
例の粘着製品における支持シートに相当するものであって、その両面１７Ａ，１７Ｂはい
ずれも剥離面（剥離性を有する表面）となっている。ライナー１７の前面１７Ａは両面粘
着シート１０の背面（第二粘着面）１０Ｂ上に配置され、これにより第二粘着面１０Ｂが
ライナー１７で保護されている。上記ロール状の形態では、両面粘着シート１０の前面（
第一粘着面）１０Ａがライナー１７の背面１７Ｂに当接し、これにより第一粘着面１０Ａ
もまたライナー１７で保護されている。粘着製品１は、ライナー１７の背面１７Ｂが外周
側となるように捲回されている。そして、この背面１７Ｂ（すなわち、ロールの外表面）
には、粘着製品１が低ＶＯＣ仕様のものであることを示す「Ｌｏｗ　ＶＯＣｓ」の文字（
標章）１６が、緑色および／または青色で表示されている。
【００１５】
　粘着製品１は、例えば以下のようにして使用される。すなわち、図１に示すように、ま
ず上記ロール形態の粘着製品１から、両面粘着シート１０とその背面１０Ｂに重ね合わさ
れた剥離ライナー１７とを一緒に引き出す。これにより、両面粘着シート１０の第一粘着
面１０Ａがライナー背面１７Ｂから離れて外部に露出する。一方、第二粘着面１０Ｂはラ
イナー１７によって引き続き保護されている。その露出した第一粘着面１０Ａを第一の被
着体に当接させてライナー１７の背面１７Ｂを該被着体側に押圧する（例えば、ハンドロ
ーラで圧着する）ことにより、両面粘着シート１０を第一被着体に貼り付けることができ
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る。ここで、ライナー（支持シート）１７の背面１７Ｂには、上記のように低ＶＯＣ仕様
である旨の文字１６が表示されているので、当該粘着製品１が低ＶＯＣ仕様のものである
ことを確認しつつ貼り付け作業を進めることができる。その後、第一被着体に貼り付けら
れた両面粘着シート１０からライナー１７を剥がして第二粘着面１０Ｂを露出させ、その
第二粘着面１０Ｂに第二の被着体を押しつけることにより、両面粘着シート１０を第二被
着体に貼り付けることができる。このようにして、両面粘着シート１０を介して第一被着
体と第二被着体とを接合することができる。
【００１６】
　本発明により提供される粘着製品は、また、図３～７に示す断面構造を有するものであ
り得る。図３に示す粘着製品２は、図２に示す断面構造を有する粘着製品１において、粘
着剤層（基材付き両面粘着シート）１０の第一粘着面１０Ａを保護する剥離ライナー１８
をさらに備える。剥離ライナー１８は、少なくとも前面１８Ａが剥離面となっており、そ
の前面１８Ａが第一粘着面１０Ａ上に配置されている。ライナー１８の背面１８Ｂは、剥
離面であってもよく、非剥離面であってもよい。また、この粘着製品２は、枚葉状の粘着
製品であってもよく、あるいは長尺状のライナー１７，１８および両面粘着シート１０が
長手方向に捲回されたロール形態の粘着製品であってもよい。粘着製品２を構成する剥離
ライナー（支持シート）１７の背面１７Ｂは、剥離面であってもよく、非剥離面であって
もよい。この背面１７Ｂに、粘着製品１と同様の文字１６（図１参照）が、緑色および／
または青色で表示されている。粘着剤層１０の前面（第一粘着面）１０Ａ上に配置された
ライナー１８を剥がし、これにより露出した第一粘着面１０Ａを第一被着体に当接させて
、ライナー１７の背面１７Ｂを該被着体側に押さえつけることにより、低ＶＯＣ仕様であ
ることを確認しつつ、両面粘着シート１０を第一被着体に貼り付けることができる。
【００１７】
　図４に示す粘着製品３は、非剥離性基材を有しない粘着剤層３０（基材レスの両面粘着
シートとしても把握され得る。典型的には、実質的に粘着剤からなる層である。）の両面
３０Ａ，３０Ｂが、剥離ライナー３８，３７によってそれぞれ保護された構成を有する。
ライナー３７，３８は、それぞれ、少なくとも粘着剤層側の面（前面）３７Ａ，３８Ａが
剥離面となっている。ライナー３７，３８の背面３７Ｂ，３８Ｂは、剥離面であってもよ
く、非剥離面であってもよい。粘着製品３の形態は、ロール状であってもよく、枚葉状で
あってもよい。この構成例では、粘着剤層３０の背面（第二粘着面）３０Ｂ上に配置され
た剥離ライナー３７が支持シートに相当する。このライナー３７の背面３７Ｂに、粘着製
品１と同様の文字１６（図１参照）が、緑色および／または青色で表示されている。粘着
剤層３０の前面（第一粘着面）３０Ａ上に配置されたライナー３８を剥がし、これにより
露出した第一粘着面３０Ａを第一被着体に当接させて、引き続き第二粘着面３０Ｂを保護
しているライナー３７の背面３７Ｂを該被着体側に押さえつけることにより、低ＶＯＣ仕
様であることを確認しつつ、粘着剤層３０を第一被着体に貼り付けることができる。
【００１８】
　図５に示す粘着製品４では、粘着製品３と同様の粘着剤層３０の背面（第二粘着面）３
０Ｂ上に、両面３７Ａ，３７Ｂが剥離面となっている剥離ライナー（支持シート）３７が
配置されている。ライナー３７の前面３７Ａが第二粘着面３０Ｂに当接し、これにより第
二粘着面３０Ｂを保護している。これを捲回すると、第一粘着面３０Ａがライナー３７の
背面３７Ｂに当接することにより、第一粘着面３０Ａもまたライナー３７で保護された構
成とできるようになっている。この粘着製品４は、典型的には、長尺状のライナー３７と
粘着剤層３０とが、ライナー３７の背面３７Ｂを外周側として長手方向に捲回されたロー
ル形態の製品として提供される。この背面３７Ｂに、粘着製品１と同様の文字１６（図１
参照）が、緑色および／または青色で表示されている。第一粘着面３０Ａを第一被着体に
当接させてライナー３７の背面３７Ｂを該被着体側に押さえつけることにより、低ＶＯＣ
仕様であることを確認しつつ、両面粘着シート３０を第一被着体に貼り付けることができ
る。
【００１９】
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　上述した粘着製品１～４が両面粘着タイプの粘着剤層を備える（すなわち、該粘着剤層
の両面が被着体に貼り付け可能な粘着面となっている）粘着製品の例であるのに対し、図
６，７に示す粘着製品５，６は、片面粘着タイプの粘着剤層を備えた粘着製品の例である
。図６に示す粘着製品５では、粘着剤層５０の背面５０Ｂが、少なくとも前面（粘着剤層
側の表面）５２Ａが非剥離面となっている支持シート５２に接合している。これら支持シ
ート（支持基材）５２および粘着剤層５０により、片面粘着タイプの粘着シート５１が構
成されている。粘着剤層５０の前面（粘着面）５０Ａは、少なくとも前面（粘着剤層側の
表面）５８Ａが剥離面となっている剥離ライナー５８により保護されている。この粘着製
品５は、枚葉状の粘着製品であってもよく、あるいは長尺状の粘着シート５１および剥離
ライナー５８が長手方向に捲回されたロール形態の粘着製品であってもよい。粘着製品５
を構成する支持シート５２の背面５２Ｂは、剥離面であってもよく、非剥離面であっても
よい。この背面５２Ｂに、粘着製品１と同様の文字１６（図１参照）が、緑色および／ま
たは青色で表示されている。粘着剤層５０の前面（粘着面）５０Ａ上に配置されたライナ
ー５８を剥がし、これにより露出した粘着面５０Ａを被着体に当接させて、支持シート５
２の背面５２Ｂを該被着体側に押さえつけることにより、低ＶＯＣ仕様であることを確認
しつつ、粘着シート５１を被着体に貼り付けることができる。
【００２０】
　図７に示す粘着製品６では、粘着製品５と同様の粘着剤層５０の背面５０Ｂが、前面５
２Ａが非剥離面であり且つ背面５２Ｂが剥離面となっている支持シート５２に接合してい
る。これを捲回すると、粘着面５０Ａが支持シート５２の背面５２Ｂに当接して保護され
るようになっている。粘着製品６は、これら支持シート（支持基材）５２および粘着剤層
５０からなる片面粘着タイプの粘着シート５１として構成されており、典型的には、長尺
状の粘着シート５１が支持シート５２の背面５２Ｂを外周側として長手方向に捲回された
ロール形態の製品として提供される。この背面５２Ｂに、粘着製品１と同様の文字１６（
図１参照）が、緑色および／または青色で表示されている。粘着面５０Ａを被着体に当接
させて支持シート５２の背面５２Ｂを該被着体側に押さえつけることにより、低ＶＯＣ仕
様であることを確認しつつ、粘着シート５１を被着体に貼り付けることができる。
【００２１】
　ここに開示される粘着製品は、支持シートの背面に、緑色および青色から選択される色
彩の標章が表示されていることによって特徴づけられる。ここで「支持シートの背面に表
示されている」とは、粘着製品を支持シートの背面側からみたときに上記標章が視認でき
ることをいい、該標章が支持シートの背面に外側から付された形態（支持シートの背面上
に上記標章が印字された形態等）に限定されない。例えば、積層構造の支持シートの場合
において、いずれかの層の背面側に上記標章が印字され、その背面側に透明または半透明
の層が一層または二層以上設けられていてもよい。上記標章を設ける方法は特に制限され
ない。通常は、上記標章を印刷する方法が好ましく用いられる。印刷方法としては、オフ
セット印刷、シルクスクリーン印刷、凸版印刷、フレキソ印刷、グラビア印刷等の、公知
または慣用の各種の方法を適宜採用することができる。
【００２２】
　上記標章は、典型的には、緑色および／または青色の色彩と文字等（すなわち、文字、
図形もしくは記号またはこれらの結合）とが結合したものであり、更に立体的形状が結合
した標章であり得る。好ましい一態様では、上記文字等により表わされる情報には、低Ｖ
ＯＣに関連する情報（典型的には、ＶＯＣ対策が施された粘着製品であることを表す情報
）が少なくとも含まれる。低ＶＯＣに関連する情報を表す文字等は、緑色および／または
青色の色彩と結合することにより、当該情報を看者に対してより効果的に伝達する標章と
なり得る。上記低ＶＯＣ関連情報は、例えば、低ＶＯＣ仕様であることを簡潔に表す文字
（典型例として、図１に示す文字１６のように、「低ＶＯＣ」の意味を表す一または二以
上の言語表記が挙げられる。）、かかる文字が種々の程度に図案化されたもの、低ＶＯＣ
であることを示す公知のマーク、有機化合物の放散量（トルエン放散量、ＴＶＯＣ量等）
を具体的に表す文字、これらの一種または二種以上の組み合わせ、等であり得る。
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【００２３】
　上記文字等により表わされる情報は、さらに、製品名称、製造者名称、仕様（低ＶＯＣ
以外の仕様に関する情報であってもよく、低ＶＯＣ仕様に関する更に詳細な情報であって
もよい。）、使用方法、リサイクル関連情報、製造年月日、製品番号（ロット番号）、使
用可能期限、耐用年数、ロゴマーク、製品構成要素（粘着剤、剥離ライナー、非剥離性基
材等）の材質または種類、含有成分の種類やその含有量等が挙げられる。前記リサイクル
関連情報としては、例えば、資源名、資源リサイクルマーク、両面粘着テープの基材や粘
着剤が資源リサイクル可能か不可能かに関する内容、廃棄方法に関する情報、粘着製品の
構成要素（例えば剥離ライナー）が焼却処理可能か不可能かに関する内容などが挙げられ
る。低ＶＯＣに関連する情報に加えて表わされる情報の好適例として、環境対策が施され
た粘着製品であること（例えば、該粘着製品の構成要素の少なくとも一部が焼却処理可能
であること、土に埋めることで分解可能であること）、無溶剤型の粘着剤組成物（水系粘
着剤組成物、紫外線硬化型粘着剤組成物等）を用いて製造された粘着製品であること、有
機溶剤（好ましくは、芳香族炭化水素系溶剤を実質的に含まない有機溶剤、例えば酢酸エ
チル）に粘着成分が溶解した形態の粘着剤組成物を用いて製造された粘着製品であること
、等が挙げられる。これらの情報を表す文字等は、緑色および／または青色の色彩と結合
することにより、当該情報を看者に対してより効果的に伝達する標章となり得る。
【００２４】
　なお、ここに開示される技術において、青色とは可視スペクトルの波長域が３６０ｎｍ
以上４８０ｎｍ未満であることをいい、緑色とは可視スペクトルの波長域が４８０ｎｍ以
上５６０ｎｍ未満であることをいう。上記標章を構成する色は、一種類の色であってもよ
く、色相、明度および彩度の少なくとも一つが異なる二種類以上の色であってもよい。製
造コストの観点からは、一種類の色（特に好ましくは緑色）により構成された標章が好ま
しい。支持シートの背面のうち上記標章以外の部分の色（下地色）は、該標章の形状を識
別しやすい色であることが好ましい。上記標章の識別性を高めるためには、上記標章を構
成する色とは色相、明度および彩度の少なくとも一つが大きく異なる色を下地色として採
用することが有利である。例えば、白色、クリーム色、黄色等のように、明るくて薄い色
を下地色とすることが好ましい。製造コストの観点からは、下地色を白色とすることが特
に好ましい。また、支持シートとして紙（上質紙、グラシン紙等）を使用する場合、ある
いは少なくとも一方の面に透明または半透明の樹脂（ポリエチレン等）がラミネートされ
た紙を使用する場合には、当該支持シート自体の色を下地色として好適に利用することが
できる。
【００２５】
　上記標章のサイズは、１ｍｍ×１ｍｍ以上であることが好ましく、より好ましくは１．
５ｍｍ×１．５ｍｍ以上、さらに好ましくは２ｍｍ×２ｍｍ以上である。上記標章が文字
を含む場合（文字のみからなる場合を包含する。）には、少なくとも文字の半数が１ｍｍ
×１ｍｍ以上（より好ましくは１．５ｍｍ×１．５ｍｍ以上、さらに好ましくは２ｍｍ×
２ｍｍ以上）のサイズであることが好ましい。標章のサイズが小さすぎると、文字等によ
る情報伝達の効率が低下しがちである。標章サイズの上限は特に限定されず、粘着製品の
用途に鑑みて、実際の使用時（貼り付け時等）に上記文字等により表わされる情報を認識
可能なサイズであればよい。
【００２６】
　ここに開示される技術における上記標章を構成する色彩は、典型的には、緑色および／
または青色のみ（好ましくは緑色のみ）からなるか、あるいは、緑色および／または青色
（好ましくは緑色）および下地色からなる。支持シートの背面の面積に対して上記標章の
占める面積（下地色と同色の部分の面積は含まない。）の比率は、例えば５％以上（典型
的には５％以上８０％以下）とすることができ、５％以上６０％以下とすることが好まし
く、５％以上５０％以下とすることがさらに好ましい。標章の面積比率が小さすぎると、
各標章が小さすぎて見づらくなったり、標章の配置間隔が広すぎて実際の使用時に標章が
存在しない箇所が生じたりする場合があり得る。一方、標章の面積比率が大きすぎても却
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って何が書いてあるのかわかりにくくなる（文字等の識別性が低下する）。
【００２７】
　ここに開示される技術により提供される粘着製品は、その粘着剤層を８０℃で３０分間
加熱したときのトルエン放散量（以下、単に「トルエン放散量」ということもある。）が
、該粘着剤層１ｇ当たり２０μｇ（以下、これを「２０μｇ／ｇ」等と表記することもあ
る。）以下である、という特性を有する。好ましい一態様では、上記粘着剤層のトルエン
放散量が１０μｇ／ｇ以下であり、より好ましくは５μｇ／ｇ以下である。トルエン放散
量の下限は特に限定されず、実質的にゼロ（検出限界未満）であることが望ましい。もっ
とも、粘着特性、生産効率、選択し得る基材や支持シートの材質、粘着剤組成物の乾燥条
件等を考慮して、これら実用上および製造上の観点から、上記粘着剤層のトルエン放散量
が０．５～２０μｇ／ｇ（例えば０．５～１０μｇ／ｇ、好ましくは０．５～５μｇ／ｇ
）程度であってもよい。なお、トルエン放散量としては、下記のトルエン放散量測定方法
により得られた値を採用するものとする。
【００２８】
　　［トルエン放散量測定方法］
　所定サイズ（例えば、面積５ｃｍ２）の粘着剤層を含む試料をバイアル瓶に入れて密栓
する。そのバイアル瓶を８０℃で３０分間加熱し、ヘッドスペースオートサンプラーを用
いて、加熱状態のガス１．０ｍＬをガスクロマトグラフ測定装置（ＧＣ測定装置）に注入
してトルエンの量を測定する。その測定結果から、上記試料に含まれる粘着剤層１ｇ当た
りのトルエン発生量（放散量）［μｇ／ｇ］を算出する。ここで、粘着剤層１ｇ当たりの
トルエン放散量を算出する基準となる粘着剤層の質量は、例えば図１，２に示されるよう
に、該粘着剤層が非剥離性基材の両面に粘着剤を有する形態の両面粘着シートとして構成
されている場合には、粘着剤および非剥離性基材を含む粘着剤層全体の質量とする。
【００２９】
　また、本発明に係る粘着製品は、その粘着剤層を８０℃で３０分間加熱したときのＴＶ
ＯＣ量（以下、単に「ＴＶＯＣ量」ということもある。）が、該粘着剤層１ｇ当たり凡そ
３００μｇ以下である。このＴＶＯＣ量が凡そ１５０μｇ／ｇ以下であることが好ましく
、より好ましくは凡そ１００μｇ／ｇ以下、さらに好ましくは５０μｇ／ｇ以下である。
ＴＶＯＣ量の下限は特に限定されず、実質的にゼロ（検出限界未満）であることが望まし
い。もっとも、粘着特性、生産効率、選択し得る基材や支持シートの材質、粘着剤組成物
の乾燥条件等を考慮して、これら実用上および製造上の観点から、上記粘着剤層のＴＶＯ
Ｃ量が５～３００μｇ／ｇ（例えば５～１５０μｇ／ｇ、好ましくは５～１００μｇ／ｇ
、より好ましくは５～５０μｇ／ｇ）程度であってもよい。なお、ＴＶＯＣ量としては、
下記のＴＶＯＣ量測定方法により得られた値を採用するものとする。
【００３０】
　　［ＴＶＯＣ量測定方法］
　上記トルエン放散量測定方法と同様の試料を入れたバイアル瓶を８０℃で３０分間加熱
し、ヘッドスペースオートサンプラーを用いて、加熱状態のガス１．０ｍＬをＧＣ測定装
置に注入する。得られたガスクロマトグラムに基づいて、粘着剤層の作製に使用した材料
から予測される揮発物質（アクリル系ポリマーの合成に用いたモノマー、後述する粘着付
与樹脂エマルションの製造に用いた溶剤等）については標準物質によりピークの帰属およ
び定量を行い、その他の（帰属困難な）ピークについてはトルエン換算として定量するこ
とにより、上記試料に含まれる粘着剤層１ｇ当たりのＴＶＯＣ量［μｇ／ｇ］を求める。
ここで、粘着剤層１ｇ当たりのＴＶＯＣ量を算出する基準となる粘着剤層の質量は、例え
ば図１，２に示されるように、該粘着剤層が非剥離性基材の両面に粘着剤を有する形態の
両面粘着シートとして構成されている場合には、粘着剤および非剥離性基材を含む粘着剤
層全体の質量とする。
【００３１】
　なお、上記トルエン放散量測定方法およびＴＶＯＣ量測定方法のいずれについても、ガ
スクロマトグラフの測定条件は次の通りとする。
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・カラム：ＤＢ－ＦＦＡＰ　１．０μｍ（直径０．５３５ｍｍ×３０ｍ）
・キャリアガス：Ｈｅ　５．０ｍＬ／ｍｉｎ
・カラムヘッド圧：２３ｋＰａ（４０℃）
・注入口：スプリット（スプリット比１２：１、温度２５０℃）
・カラム温度：４０℃（０ｍｉｎ）－＜＋１０℃／ｍｉｎ＞－２５０（９ｍｉｎ）［４０
℃より、昇温速度１０℃／ｍｉｎで２５０℃まで昇温させた後、２５０℃で９分間保持さ
せるという意味］
・検出器：ＦＩＤ（温度２５０℃）
【００３２】
　ここに開示される技術の好ましい一態様では、上記トルエン放散量およびＴＶＯＣ量を
満足する粘着剤層（以下、これを「低ＶＯＣ粘着剤層」ということもある。）を構成する
粘着剤が、水性の粘着剤組成物から形成された粘着剤である。ここで水性粘着剤組成物と
は、水性媒体（該媒体を構成する溶媒が、水または水を主成分とする混合溶媒（水性溶媒
）であるものをいう。）中に粘着成分を含む組成物をいう。水性媒体中に粘着成分が分散
した形態の水分散型（エマルション型）粘着剤組成物は、ここでいう水性粘着剤組成物の
典型例である。水性粘着剤組成物の他の例としては、粘着成分が水性媒体に溶解した形態
の水溶液型粘着剤組成物が挙げられる。
【００３３】
　上記粘着成分は、粘着剤を構成し得るアクリル系、ゴム系、ポリエステル系、ウレタン
系、ポリエーテル系、シリコーン系、ポリアミド系、フッ素系等の公知の各種ポリマーを
ベースポリマーとするものであり得る。ここでベースポリマーとは、粘着剤の基本成分を
なすポリマーをいい、典型的には、該粘着剤に含まれるポリマー成分のなかの主成分であ
る。ここに開示される技術における粘着剤組成物の好適例として、粘着剤に含まれるポリ
マー成分のなかの主成分がアクリル系重合体である水性粘着剤組成物が挙げられる。なか
でも、上記アクリル系重合体が水に分散したエマルション型の組成物（アクリル系エマル
ション型粘着剤組成物）が好適である。
【００３４】
　上記アクリル系エマルション型粘着剤組成物は、水分散型アクリル系重合体を含む。こ
の水分散型アクリル系重合体は、アクリル系重合体が水に分散しているエマルション形態
の組成物である。ここに開示される技術において、上記アクリル系重合体は、粘着剤層を
構成する粘着剤のベースポリマー（粘着剤の基本成分）として用いられる。例えば、該粘
着剤の５０質量％以上が上記アクリル系重合体であることが好ましい。かかるアクリル系
重合体としては、アルキル（メタ）アクリレートを主構成単量体成分（モノマー主成分、
すなわちアクリル系重合体を構成するモノマーの総量のうち５０質量％以上を占める成分
）とするものを好ましく採用し得る。
【００３５】
　なお、本明細書中において「（メタ）アクリレート」とは、アクリレートおよびメタク
リレートを包括的に指す意味である。同様に、「（メタ）アクリロイル」はアクリロイル
およびメタクリロイルを、「（メタ）アクリル」はアクリルおよびメタクリルを、それぞ
れ包括的に指す意味である。
【００３６】
　アルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば、下記式（１）で表される化合物を好
適に用いることができる。
　　　　　　　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ２　　　　　　　　（１）
　ここで、上記式（１）中のＲ１は水素原子またはメチル基である。また、Ｒ２は炭素原
子数１～２０のアルキル基である。Ｒ２の具体例としては、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチ
ル基、イソアミル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、イソオク
チル基、２－エチルヘキシル基、ノニル基、イソノニル基、デシル基、イソデシル基、ウ
ンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシ
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ル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、エイコシル基等のアルキル基が
挙げられる。粘着剤の貯蔵弾性率等の観点から、これらのうちＲ２が炭素原子数２～１４
（以下、このような炭素原子数の範囲を「Ｃ２－１４」と表すことがある。）のアルキル
基であるアルキル（メタ）アクリレートが好ましく、Ｒ２がＣ２－１０のアルキル基であ
るアルキル（メタ）アクリレートがより好ましい。特に好ましいＲ２として、ブチル基お
よび２－エチルヘキシル基が例示される。
【００３７】
　好ましい一つの態様では、アクリル系重合体の合成に使用するアルキル（メタ）アクリ
レートの総量のうち凡そ５０質量％以上（より好ましくは７０質量％以上、例えば凡そ９
０質量％以上）が、上記式（１）におけるＲ２がＣ２－１４（好ましくはＣ２－１０、よ
り好ましくはＣ４－８）のアルキル（メタ）アクリレートである。このようなモノマー組
成によると、常温付近における貯蔵弾性率が粘着剤として好適な範囲となるアクリル系重
合体が得られやすい。使用するアルキル（メタ）アクリレートの実質的に全部がＣ２－１

４アルキル（メタ）アクリレートであってもよい。
【００３８】
　ここに開示される技術におけるアクリル系重合体を構成するアルキル（メタ）アクリレ
ートは、ブチルアクリレート（ＢＡ）単独であってもよく、２－エチルヘキシルアクリレ
ート（２ＥＨＡ）単独であってもよく、ＢＡと２ＥＨＡとの二種であってもよい。アルキ
ル（メタ）アクリレートとしてＢＡおよび２ＥＨＡを組み合わせて用いる場合、それらの
使用比率は特に制限されない。例えば、ＢＡと２ＥＨＡとの合計量のうち概ね４０質量％
以上（例えば凡そ４５～９５質量％）が２ＥＨＡである比率を好ましく採用し得る。
【００３９】
　アクリル系重合体を構成するモノマー成分としては、アルキル（メタ）アクリレートが
主成分となる範囲で、アルキル（メタ）アクリレートと共重合可能な他のモノマー（「共
重合性モノマー成分」と称する場合がある。）が用いられていてもよい。アクリル系重合
体を構成するモノマー成分の総量に対するアルキル（メタ）アクリレートの割合は、凡そ
８０質量％以上（典型的には８０～９９．８質量％）とすることができ、好ましくは８５
質量％以上（例えば８５～９９．５質量％）である。アルキル（メタ）アクリレートの割
合が９０質量以上（例えば９０～９９質量％）であってもよい。
【００４０】
　上記共重合性モノマー成分は、アクリル系重合体に架橋点を導入したり、アクリル系重
合体の凝集力を高めたりするために役立ち得る。かかる共重合性モノマーは、単独で、ま
たは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４１】
　より具体的には、アクリル系重合体に架橋点を導入するための共重合性モノマー成分と
して、各種の官能基含有モノマー成分（典型的には、熱により架橋する架橋点をアクリル
系重合体に導入するための、熱架橋性官能基含有モノマー成分）を用いることができる。
かかる官能基含有モノマー成分を用いることにより、被着体に対する接着力を向上させ得
る。このような官能基含有モノマー成分は、アルキル（メタ）アクリレートと共重合可能
であり、且つ架橋点となる官能基を提供し得るモノマー成分であればよく、特に制限され
ない。例えば、以下のような官能基含有モノマー成分を、単独で、あるいは二種以上を組
み合わせて用いることができる。
【００４２】
　カルボキシル基含有モノマー：例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等の、
エチレン性不飽和モノカルボン酸；マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸等の、エチレ
ン性不飽和ジカルボン酸およびその無水物（無水マレイン酸、無水イコタン酸等）。
　水酸基含有モノマー：例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、
２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等の、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレ
ート類；ビニルアルコール、アリルアルコール等の、不飽和アルコール類。
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【００４３】
　アミド基含有モノマー：例えば、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド。
　アミノ基含有モノマー：例えば、アミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノエチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレート。
【００４４】
　エポキシ基を有するモノマー：例えば、グリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリ
シジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル。
　シアノ基含有モノマー：例えば、アクリロニトリル、メタクリロニトリル。
　ケト基含有モノマー：例えば、ジアセトン（メタ）アクリルアミド、ジアセトン（メタ
）アクリレート、ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、アリルアセトアセテート、
ビニルアセトアセテート。
【００４５】
　窒素原子含有環を有するモノマー：例えば、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチル
ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン
、Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダ
ゾール、Ｎ－ビニルオキサゾール、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、
Ｎ－（メタ）アクリロイルモルホリン。
【００４６】
　アルコキシシリル基含有モノマー：例えば、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメ
トキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキ
シプロピルトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシ
ラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン。
【００４７】
　このような官能基含有モノマー成分のうち、カルボキシル基含有モノマーまたはその酸
無水物から選択される一種または二種以上を好ましく用いることができる。官能基含有モ
ノマー成分の実質的に全部がカルボキシル基含有モノマーであってもよい。なかでも好ま
しいカルボキシル基含有モノマーとして、アクリル酸およびメタクリル酸が例示される。
これらの一方を単独で用いてもよく、アクリル酸とメタクリル酸とを任意の割合で組み合
わせて用いてもよい。
【００４８】
　上記官能基含有モノマー成分は、例えば、アルキル（メタ）アクリレート１００質量部
に対して凡そ１２質量部以下（例えば凡そ０．５～１２質量部、好ましくは凡そ１～８質
量部）の範囲で用いることが好ましい。官能基含有モノマー成分の使用量が多すぎると、
凝集力が高くなりすぎて粘着特性（例えば接着力）が低下傾向となることがあり得る。
【００４９】
　また、アクリル系重合体の凝集力を高めるために、上述した官能基含有モノマー以外の
他の共重合成分を用いることができる。かかる共重合成分としては、例えば、酢酸ビニル
、プロピオン酸ビニル等の、ビニルエステル系モノマー；スチレン、置換スチレン（α－
メチルスチレン等）、ビニルトルエン等の、芳香族ビニル化合物；シクロアルキル（メタ
）アクリレート［シクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロペンチルジ（メタ）アク
リレート等］、イソボルニル（メタ）アクリレート等の、非芳香族性環含有（メタ）アク
リレート；アリール（メタ）アクリレート［例えばフェニル（メタ）アクリレート］、ア
リールオキシアルキル（メタ）アクリレート［例えばフェノキシエチル（メタ）アクリレ
ート］、アリールアルキル（メタ）アクリレート［例えばベンジル（メタ）アクリレート
］等の、芳香族性環含有（メタ）アクリレート；エチレン、プロピレン、イソプレン、ブ
タジエン、イソブチレン等の、オレフィン系モノマー；塩化ビニル、塩化ビニリデン等の
塩素含有モノマー；２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネート等の、イソシ
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アネート基含有モノマー；メトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエチル（メタ
）アクリレート等の、アルコキシ基含有モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビニル
エーテル等の、ビニルエーテル系モノマー；等が挙げられる。
【００５０】
　共重合性モノマー成分の他の例として、一分子内に複数の官能基を有するモノマーが挙
げられる。かかる多官能モノマーの例として、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アク
リレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトー
ルジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アク
リレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、エポキシアクリレート、ポリエステルア
クリレート、ウレタンアクリレート、ジビニルベンゼン、ブチルジ（メタ）アクリレート
、ヘキシルジ（メタ）アクリレート、等が挙げられる。
【００５１】
　このようなモノマーを重合させて水分散型アクリル系重合体を得る方法としては、公知
乃至慣用の重合方法を採用することができ、エマルション重合法を好ましく用いることが
できる。エマルション重合を行う際のモノマー供給方法としては、全モノマー原料を一度
に供給する一括仕込み方式、連続供給（滴下）方式、分割供給（滴下）方式等を適宜採用
することができる。モノマーの一部または全部（典型的には全部）をあらかじめ水（典型
的には、後述するような乳化剤の適当量を水とともに使用する。）と混合して乳化し、そ
の乳化液（モノマーエマルション）を反応容器内に一括、連続あるいは分割して供給して
もよい。重合温度は、使用するモノマーの種類、重合開始剤の種類等に応じて適宜選択す
ることができ、例えば２０℃～１００℃（典型的には４０℃～８０℃）程度とすることが
できる。
【００５２】
　重合時に用いる重合開始剤としては、重合方法の種類に応じて、公知乃至慣用の重合開
始剤から適宜選択することができる。例えば、エマルション重合法において、アゾ系重合
開始剤を好ましく使用し得る。アゾ系重合開始剤の具体例としては、２，２’－アゾビス
イソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、
２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２’－アゾビス
［２－（５－メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライド、２
，２’－アゾビス（Ｎ，Ｎ’－ジメチレンイソブチルアミジン）、２，２’－アゾビス［
Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンアミジン］ハイドレート、２，２
’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス
（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル
）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス
（２，４，４－トリメチルペンタン）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロ
ピオネート）等が挙げられる。
【００５３】
　重合開始剤の他の例としては、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩；ベ
ンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキ
サイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ジクミルパーオキサイド、１，１－ビス（
ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－
ブチルパーオキシ）シクロドデカン、過酸化水素等の、過酸化物系開始剤；フェニル置換
エタン等の、置換エタン系開始剤；芳香族カルボニル化合物；等が挙げられる。重合開始
剤のさらに他の例として、過酸化物と還元剤との組み合わせによるレドックス系開始剤が
挙げられる。かかるレドックス系開始剤の例としては、過酸化物とアスコルビン酸との組
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み合わせ（過酸化水素水とアスコルビン酸との組み合わせ等）、過酸化物と鉄（ＩＩ）塩
との組み合わせ（過酸化水素水と鉄（ＩＩ）塩との組み合わせ等）、過硫酸塩と亜硫酸水
素ナトリウムとの組み合わせ、等が挙げられる。
【００５４】
　このような重合開始剤は、単独で、または二種以上を組み合わせて使用することができ
る。重合開始剤の使用量は、通常の使用量であればよく、例えば、全モノマー成分１００
質量部に対して０．００５～１質量部（典型的には０．０１～１質量部）程度の範囲から
選択することができる。重合開始剤の使用量が多すぎるか或いは少なすぎると、所望の粘
着性能が得られ難くなる場合があり得る。
【００５５】
　重合の際には、必要に応じて連鎖移動剤（分子量調節剤あるいは重合度調節剤としても
把握され得る。）を使用することができる。連鎖移動剤としては、公知または慣用の連鎖
移動剤を用いることができ、例えば、ドデシルメルカプタン（ドデカンチオール）、ラウ
リルメルカプタン、グリシジルメルカプタン、２－メルカプトエタノール、メルカプト酢
酸、チオグリコール酸２－エチルヘキシル、２，３－ジメチルカプト－１－プロパノール
等のメルカプタン類の他、α－メチルスチレンダイマー等が挙げられる。このような連鎖
移動剤は、単独でまたは２種以上組み合わせて使用することができる。連鎖移動剤の使用
量は、通常と同程度の使用量であればよく、例えば、モノマー原料１００質量部に対して
凡そ０．００１～０．５質量部程度の範囲から選択することができる。
【００５６】
　ここに開示される技術においてモノマー原料をエマルション重合させる好ましい一態様
では、重合開始剤を有する反応容器に上記モノマー原料を供給して系を常温よりも高い重
合温度（好ましくは凡そ４０℃～８０℃、例えば凡そ５０℃～７０℃）に維持することに
より、該モノマー原料の重合反応を行う。その後、反応容器の内容物（反応液）を典型的
には常温まで冷却する。例えば、重合開始剤の全量が仕込まれた反応容器にモノマー原料
の全量を一括して供給してもよく、モノマー原料の全量を所定時間に亘って連続的に供給
してもよく（連続供給）、あるいはモノマー原料の全量をいくつかに分割して所定時間（
例えば凡そ５分～６０分）毎に供給してもよい（分割供給）。上記モノマー原料の連続供
給を行う場合、該供給を行う時間は、通常は凡そ１時間～８時間程度とすることが適当で
あり、好ましくは凡そ２時間～６時間程度（例えば凡そ３時間～５時間程度）である。ま
た、上記モノマー原料の分割供給を行う場合には、最初のモノマー原料画分が供給されて
から最後のモノマー原料画分が供給されるまでの時間を通常は凡そ１時間～８時間程度と
することが適当であり、好ましくは凡そ２時間～６時間程度（例えば凡そ３時間～５時間
程度）である。あるいは、重合開始剤の一部が仕込まれた反応容器にモノマー原料の少な
くとも一部を供給して該モノマー原料の重合を開始させ、残りの重合開始剤は所定時間に
亘って連続的に、あるいはいくつかに分割して所定時間毎に供給してもよい。通常は、モ
ノマー原料の供給終了とほぼ同時あるいはモノマー原料の供給終了よりも前に、重合開始
剤の供給を終了することが好ましい。
【００５７】
　重合時間（モノマー原料の重合反応を行う時間をいい、該重合反応を開始させてから系
を重合温度に保つ時間として把握され得る。）は、使用する重合開始剤の種類、重合温度
、重合開始剤およびモノマー原料の供給態様等に応じて適宜設定することができる。例え
ば、重合時間を凡そ２時間～１２時間程度とすることができ、生産性等の観点から通常は
凡そ４時間～８時間程度とすることが好ましい。また、モノマー原料の全量を反応容器に
供給し終えてから所定時間は反応容器の内容物（反応液）を重合温度に保持する（いわゆ
る熟成を行う）ことが好ましい。かかる熟成を行うことによって、反応液中に残存するモ
ノマーの量を減らし、よりＴＶＯＣ量の少ない粘着剤層を形成可能なアクリル系ポリマー
を得ることができる。この熟成期間は例えば凡そ３０分～４時間程度とすることができ、
生産性等の観点から通常は凡そ１時間～３時間程度とすることが好ましい。なお、ここで
いう重合時間は上記熟成期間を含む。したがって、例えば重合開始剤の全量が仕込まれた
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反応容器を重合温度に保持してここにモノマー原料の全量を４時間かけて連続的に供給し
、該モノマー原料の供給を終えてから２時間に亘り系を引き続き該重合温度に保持して反
応液の熟成を行った場合の重合時間は６時間となる。重合温度は重合時間の全期間に亘っ
て一定でもよく、一部の期間と他の期間とで異なってもよい。例えば、所定の重合温度で
モノマー原料を供給した後、より高い重合温度で熟成を行ってもよい。
【００５８】
　ここに開示される技術においてモノマー原料をエマルション重合させる好ましい一態様
では、モノマー原料を反応容器に供給し終えてから間隔をあけて、該反応容器の内容物（
反応液）に追加の重合開始剤を供給する。このように追加の重合開始剤（以下「追加開始
剤」ともいう。）を供給することにより、反応液中に残存するモノマーの量を効果的に減
少させる（典型的には、該残存モノマーの重合を促進する）ことができる。このことによ
って、よりＴＶＯＣ量の少ない粘着剤層を形成可能なアクリル系ポリマーを得ることがで
きる。使用する追加開始剤は、先にモノマー原料の重合反応に使用された重合開始剤（す
なわち、モノマー原料の供給終了前に反応容器に導入された重合開始剤。以下「主開始剤
」ともいう。）と同一であってもよく異なってもよい。残存モノマー量の減少を効率よく
行い得る追加開始剤として、主開始剤（例えば、アゾ系重合開始剤、過硫酸塩、過酸化物
系重合開始剤等から選択される開始剤）よりも半減期温度の低い重合開始剤（例えば、ア
ゾ系重合開始剤、過硫酸塩、過酸化物系重合開始剤等から選択される開始剤）を好ましく
用いることができる。また、追加開始剤としてレドックス系重合開始剤を用いることも好
ましい。例えば、過酸化物（過酸化水素等）とアスコルビン酸との組み合わせ、過酸化物
（過酸化水素等）と鉄（II）塩との組み合わせ、過硫酸塩（過硫酸アンモニウム等）と亜
硫酸水素ナトリウムとの組み合わせ等によるレドックス系重合開始剤を好ましく採用する
ことができる。なかでも、レドックス反応後に余分な残留物を生じないことから、過酸化
水素（典型的には、濃度１～３５％程度の過酸化水素水の形態で用いられる。）とアスコ
ルビン酸との組み合わせが好適である。追加開始剤の使用量は特に限定されず、例えばモ
ノマー原料１００質量部に対して凡そ０．００５～１質量部程度の範囲から選択すること
ができる。
【００５９】
　かかる追加開始剤を反応液に供給（添加）する好適なタイミングは、該追加開始剤の種
類によっても異なり得る。モノマー原料を反応容器に供給し終えてから間隔をあけて（典
型的には凡そ１０分～４時間、例えば凡そ１時間～３時間程度経過後に）、且つ反応液の
冷却を終える前に行うことが好ましい。例えば、熱により分解してラジカルを発生するこ
とで残存モノマーを減少させるタイプの追加開始剤（アゾ系重合開始剤、過硫酸塩、過酸
化物系重合開始剤等）では、上記熟成期間の途中で（例えば、該熟成期間の凡そ３０～９
５％が経過した時点で）追加開始剤を添加することが好ましい。また、レドックス系の追
加開始剤を使用する場合には、熟成期間の終了前後（例えば、追加開始剤の投入とほぼ同
時に冷却を開始する態様）または反応液を冷却する途中で追加開始剤を添加する態様を好
ましく採用することができる。このことによって、生産性への影響を抑えつつ残存モノマ
ー量を効果的に減少させることができる。なお、追加開始剤の添加は一度に行ってもよく
、連続的にまたは分割して行ってもよい。操作が簡便であることから、追加開始剤を一度
に添加する態様を好ましく採用することができる。
【００６０】
　なお、上記エマルション重合においては、上記追加開始剤の使用により残存モノマー量
を効率よく減少させ得ることから、重合時間を極端に長くしなくても（例えば、重合時間
を凡そ８時間以下としても）、残存モノマー量が十分に低減されたアクリル系ポリマーの
エマルションを得ることができる。かかるアクリル系ポリマーエマルションに粘着付与樹
脂を配合してなる粘着剤組成物によると、トルエン放散量およびＴＶＯＣ量が高度に低減
された粘着剤層が形成され得る。このように極端に長い重合時間を必要とすることなく粘
着剤の低ＶＯＣ化を実現し得ることは、粘着剤組成物および該組成物を用いて製造される
粘着シートの生産性向上の観点から好ましい。
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【００６１】
　かかるエマルション重合により、アクリル系重合体が水に分散したエマルション形態の
重合液（アクリル系重合体エマルション）が得られる。ここに開示される技術における水
分散型アクリル系重合体としては、上記重合液または該重合液に適当な後処理を施したも
のを好ましく用いることができる。あるいは、エマルション重合方法以外の重合方法（例
えば、溶液重合、光重合、バルク重合等）によりアクリル系重合体を合成し、該重合体を
水に分散させて調製された水分散型アクリル系重合体を用いてもよい。
【００６２】
　水分散型アクリル系重合体の調製に当たっては、必要に応じて乳化剤を用いることがで
きる。乳化剤としては、アニオン系、ノニオン系、カチオン系のいずれも使用可能である
。通常は、アニオン系またはノニオン系の乳化剤の使用が好ましい。このような乳化剤は
、例えば、モノマー成分をエマルション重合させる際や、他の方法で得られたアクリル系
重合体を水に分散させる際等に好ましく使用することができる。乳化剤の使用量は、アク
リル系ポリマーをエマルジョンの形態に調製することが可能な使用量であればよく、特に
制限されない。例えば、アクリル系共重合体１００質量部当たり、固形分基準で例えば凡
そ０．２～１０質量部（好ましくは凡そ０．５～５質量部）程度の範囲から選択すること
が適当である。
【００６３】
　ここに開示される技術における粘着剤組成物は、上記アクリル系重合体に加えて、さら
に粘着付与樹脂を含有し得る。粘着付与樹脂としては、特に制限されないが、例えば、ロ
ジン系、テルペン系、炭化水素系、エポキシ系、ポリアミド系、エラストマー系、フェノ
ール系、ケトン系等、の各種粘着付与樹脂を用いることができる。このような粘着付与樹
脂は、単独で、または二種以上を組み合わせて使用することができる。
【００６４】
　具体的には、ロジン系粘着付与樹脂としては、例えば、ガムロジン、ウッドロジン、ト
ール油ロジン等の未変性ロジン（生ロジン）；これらの未変性ロジンを水添化、不均化、
重合等により変性した変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジン、その他の化
学的に修飾されたロジン等）；その他の各種ロジン誘導体；等が挙げられる。上記ロジン
誘導体としては、例えば、未変性ロジンをアルコール類によりエステル化したもの（すな
わち、ロジンのエステル化物）、変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジン等
）をアルコール類によりエステル化したもの（すなわち、変性ロジンのエステル化物）等
のロジンエステル類；未変性ロジンや変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジ
ン等）を不飽和脂肪酸で変性した不飽和脂肪酸変性ロジン類；ロジンエステル類を不飽和
脂肪酸で変性した不飽和脂肪酸変性ロジンエステル類；未変性ロジン、変性ロジン（水添
ロジン、不均化ロジン、重合ロジン等）、不飽和脂肪酸変性ロジン類または不飽和脂肪酸
変性ロジンエステル類におけるカルボキシル基を還元処理したロジンアルコール類；未変
性ロジン、変性ロジン、各種ロジン誘導体等のロジン類（特に、ロジンエステル類）の金
属塩；ロジン類（未変性ロジン、変性ロジン、各種ロジン誘導体等）にフェノールを酸触
媒で付加させ熱重合することにより得られるロジンフェノール樹脂；等が挙げられる。
【００６５】
　テルペン系粘着付与樹脂としては、例えば、α－ピネン重合体、β－ピネン重合体、ジ
ペンテン重合体などのテルペン系樹脂；これらのテルペン系樹脂を変性（フェノール変性
、芳香族変性、水素添加変性、炭化水素変性等）した変性テルペン系樹脂；等が挙げられ
る。上記変性テルペン樹脂としては、テルペン－フェノール系樹脂、スチレン変性テルペ
ン系樹脂、芳香族変性テルペン系樹脂、水素添加テルペン系樹脂等が例示される。
【００６６】
　炭化水素系粘着付与樹脂としては、例えば、脂肪族系炭化水素樹脂、芳香族系炭化水素
樹脂、脂肪族系環状炭化水素樹脂、脂肪族・芳香族系石油樹脂（スチレン－オレフィン系
共重合体等）、脂肪族・脂環族系石油樹脂、水素添加炭化水素樹脂、クマロン系樹脂、ク
マロンインデン系樹脂等の各種の炭化水素系の樹脂が挙げられる。脂肪族系炭化水素樹脂
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としては、炭素数４～５程度のオレフィンおよびジエンから選択される一種または二種以
上の脂肪族炭化水素の重合体等が例示される。上記オレフィンの例としては、１－ブテン
、イソブチレン、１－ペンテン等が挙げられる。上記ジエンの例としては、ブタジエン、
１，３－ペンタジエン、イソプレン等が挙げられる。芳香族系炭化水素樹脂としては、炭
素数８～１０程度のビニル基含有芳香族系炭化水素（スチレン、ビニルトルエン、α－メ
チルスチレン、インデン、メチルインデン等）の重合体等が例示される。脂肪族系環状炭
化水素樹脂としては、いわゆる「Ｃ４石油留分」や「Ｃ５石油留分」を環化二量体化した
後に重合させた脂環式炭化水素系樹脂；環状ジエン化合物（シクロペンタジエン、ジシク
ロペンタジエン、エチリデンノルボルネン、ジペンテン等）の重合体またはその水素添加
物；芳香族系炭化水素樹脂または脂肪族・芳香族系石油樹脂の芳香環を水素添加した脂環
式炭化水素系樹脂；等が例示される。
【００６７】
　ここに開示される技術では、軟化点（軟化温度）が凡そ１００℃以上（典型的には凡そ
１１０℃以上、好ましくは凡そ１２０℃以上、さらに好ましくは凡そ１４０℃以上）の粘
着付与樹脂が好ましく使用される。かかる軟化点を有する粘着付与樹脂によると、より高
性能な（例えば、接着性および耐熱性のうち少なくとも一方が更に改善された）粘着シー
トが実現され得る。粘着付与樹脂の軟化点の上限は特に制限されず、例えば凡そ１７０℃
以下（好ましくは凡そ１６０℃以下、さらに好ましくは凡そ１５５℃以下）であり得る。
軟化点が１７０℃よりも高すぎる粘着付与樹脂では、アクリル系重合体との相溶性が低下
傾向となることがあり得る。
【００６８】
　粘着付与樹脂は、一種を単独で使用してもよく、二種以上を組み合わせて使用してもよ
い。例えば、高軟化点（例えば凡そ１３０℃以上）の粘着付与樹脂と、より軟化点の低い
（例えば、軟化点が凡そ８０～１２０℃の）粘着付与樹脂とを、適宜の割合で組み合わせ
て使用することができる。このことによって、他の特性の低下を抑えつつ、低温特性（低
温条件下における接着性、タック等）を向上させることができる。高温環境下における凝
集性等の観点から、使用する粘着付与樹脂の合計質量のうち凡そ５０％以上は高軟化点の
粘着付与樹脂とすることが好ましい。
【００６９】
　なお、ここでいう粘着付与樹脂の軟化点は、ＪＩＳ　Ｋ　５９０２およびＪＩＳ　Ｋ　
２２０７に規定する軟化点試験方法（環球法）に基づいて測定された値として定義される
。具体的には、試料をできるだけ低温ですみやかに融解し、これを平らな金属板の上に置
いた環の中に、泡ができないように注意して満たす。冷えたのち、少し加熱した小刀で環
の上端を含む平面から盛り上がった部分を切り去る。つぎに、径８５ｍｍ以上、高さ１２
７ｍｍ以上のガラス容器（加熱浴）の中に支持器（環台）を入れ、グリセリンを深さ９０
ｍｍ以上となるまで注ぐ。つぎに、鋼球（径９．５ｍｍ、重量３．５ｇ）と、試料を満た
した環とを互いに接触しないようにしてグリセリン中に浸し、グリセリンの温度を２０℃
プラスマイナス５℃に１５分間保つ。つぎに、環中の試料の表面の中央に鋼球をのせ、こ
れを支持器の上の定位置に置く。つぎに、環の上端からグリセリン面までの距離を５０ｍ
ｍに保ち、温度計を置き、温度計の水銀球の中心の位置を環の中心と同じ高さとし、容器
を加熱する。加熱に用いるブンゼンバーナーの炎は、容器の底の中心と縁との中間にあた
るようにし、加熱を均等にする。なお、加熱が始まってから４０℃に達したのちの浴温の
上昇する割合は、毎分５．０プラスマイナス０．５℃でなければならない。試料がしだい
に軟化して環から流れ落ち、ついに底板に接触したときの温度を読み、これを軟化点とす
る。軟化点の測定は、同時に２個以上行い、その平均値を採用する。
【００７０】
　このような粘着付与樹脂は、該樹脂が水に分散したエマルション（粘着付与樹脂エマル
ション）の形態で好ましく使用され得る。例えば、アクリル系ポリマーの水性エマルショ
ンと上記粘着付与樹脂の水性エマルションとを混合することにより、これらの成分を所望
の割合で含有する粘着剤組成物を容易に調製することができる。粘着付与樹脂エマルショ
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ンとしては、少なくとも芳香族炭化水素系溶剤を実質的に含有しない（より好ましくは、
芳香族炭化水素系溶剤その他の有機溶剤を実質的に含有しない）ものを用いることが好ま
しい。このことによって、よりトルエン放散量の少ない粘着剤層が提供され得る。
【００７１】
　上記粘着付与樹脂エマルションは、必要に応じて乳化剤を用いて調製されたものであり
得る。乳化剤としては、アクリル系重合体エマルションの調製に使用し得る乳化剤と同様
のものから、一種または二種以上を適宜選択して用いることができる。乳化剤の使用量は
、粘着付与樹脂をエマルションの形態に調製可能な量であれば特に制限されず、例えば、
粘着付与樹脂１００質量部（固形分基準）に対して０．２～１０質量部（好ましくは０．
５～５質量部）程度の範囲から選択することができる。
【００７２】
　ここに開示される技術において好ましく使用し得る粘着付与樹脂エマルションとして、
例えば、商品名「ＳＫ－２５３ＮＳ」（ハリマ化成株式会社製；軟化点１４５℃；有機溶
剤を実質上全く用いずに製造された粘着付与樹脂含有エマルション）、商品名「タマノル
Ｅ－２００－ＮＴ」（荒川化学株式会社製；軟化点１５０℃；脂環式炭化水素系有機溶剤
を用いて製造された粘着付与樹脂含有エマルション）等が挙げられる。
【００７３】
　ここに開示される技術において、アクリル系ポリマーに配合される粘着付与樹脂の量は
特に制限されず、目的とする粘着性能（粗面接着性、ポリオレフィン等の低極性材料に対
する接着性等）に応じて適宜設定することができる。アクリル系ポリマー１００質量部に
対して粘着付与樹脂（固形分基準）を凡そ５～１００質量部（好ましくは凡そ１０～８０
質量部、より好ましくは凡そ１５～６０質量部、例えば凡そ２０～４０部）の割合で使用
することができる。粘着付与樹脂の使用量が少なすぎると、該粘着樹脂の添加による接着
性（例えば、粗面やポリオレフィン製部材のように難接着性の被着体に対する接着性）向
上効果が十分に発揮され難くなる場合がある。また、粘着付与樹脂の使用量が多すぎると
、アクリル系ポリマーとの相溶性が不足しやすく、また低温特性が低下しがちとなること
がある。また、粘着剤層（ひいては粘着シート）のトルエン放散量やＴＶＯＣ量を高度に
低減するためにも、粘着付与樹脂の過剰な使用は避けることが望ましい。
【００７４】
　上記粘着剤組成物には、必要に応じて架橋剤が配合されていてもよい。架橋剤の種類は
特に制限されず、公知または慣用の架橋剤（例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ
系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、メラミン系架橋剤、過酸化物系
架橋剤、尿素系架橋剤、金属アルコキシド系架橋剤、金属キレート系架橋剤、金属塩系架
橋剤、カルボジイミド系架橋剤、アミン系架橋剤等）から適宜選択して用いることができ
る。油溶性架橋剤、水溶性架橋剤のいずれも使用可能である。架橋剤は単独でまたは２種
以上組み合わせて用いることができる。架橋剤の使用量は特に制限されず、例えば、アク
リル系ポリマー１００質量部に対して凡そ２０質量部以下（例えば凡そ０．００５～２０
質量部、好ましくは凡そ０．０１～１０質量部）程度の範囲から選択することができる。
なお、このような架橋剤を用いる代わりに、あるいは該架橋剤の使用に加えて、電子線や
紫外線の活性エネルギー線を照射することによって粘着剤を架橋させてもよい。
【００７５】
　上記粘着剤組成物は、必要に応じて、ｐＨ調整等の目的で使用される酸または塩基（ア
ンモニア水等）を含有するものであり得る。該組成物に含有され得る他の任意成分として
は、粘度調整剤（増粘剤等）、レベリング剤、剥離調整剤、可塑剤、軟化剤、充填剤、着
色剤（顔料、染料等）、界面活性剤、帯電防止剤、防腐剤、老化防止剤、紫外線吸収剤、
酸化防止剤、光安定剤等の、水性粘着剤組成物の分野において一般的な各種の添加剤が例
示される。
【００７６】
　ここに開示される技術における粘着剤層は、種々の方法で作製され得る。例えば、該粘
着剤層が両面粘着タイプであって基材付き両面粘着シートの形態である場合、非剥離性基
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材の一方の表面および他方の表面に対して、基材に粘着剤組成物を直接付与して乾燥また
は硬化させることで該基材上に膜状の粘着剤（粘着剤膜）を形成する方法（直接法）；お
よび、剥離ライナーの剥離面上に形成した粘着剤膜を基材に貼り合わせ、該粘着剤膜を基
材に転写する方法（転写法）；から選択されるいずれかの方法を適用することにより、上
記基材の両面に粘着剤を有する両面粘着シートを形成することができる。また、上記粘着
剤層が両面粘着タイプであって基材レス両面粘着シートの形態である場合には、例えば剥
離ライナーの剥離面に粘着剤組成物を直接付与して乾燥または硬化させることにより、該
剥離面上に粘着剤層を形成することができる。また、上記粘着剤層が片面粘着タイプであ
って該粘着剤層の背面が支持シート（基材）の非剥離面に接合している場合には、該粘着
剤層の形成方法として、上記直接法、上記転写法等を好ましく採用することができる。
【００７７】
　粘着剤組成物の付与（典型的には塗布）に際しては、慣用のコーター（例えば、グラビ
ヤロールコーター、リバースロールコーター、キスロールコーター、ディップロールコー
ター、バーコーター、ナイフコーター、スプレーコーター等）を用いることができる。粘
着剤層の厚みは特に限定されず、例えば凡そ２μｍ～２００μｍ（好ましくは凡そ５μｍ
～１００μｍ）程度であり得る。
【００７８】
　ここに開示される粘着製品において、粘着剤層の背面上に配置される支持シート（前面
すなわち粘着剤層側の表面が剥離面であるもの及び非剥離面であるものを包含する。）と
しては、例えば、ポリオレフィン（ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレ
ン共重合体等）製フィルム、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート等）製フィルム
、塩化ビニル系樹脂製フィルム、酢酸ビニル系樹脂製フィルム、ポリイミド系樹脂製フィ
ルム、ポリアミド系樹脂製フィルム、フッ素系樹脂製フィルム、その他セロハン類等のプ
ラスチックフィルム類；和紙、クラフト紙、グラシン紙、上質紙、合成紙、トップコート
紙等の紙類；各種の繊維状物質（天然繊維、半合成繊維または合成繊維のいずれでもよい
。例えば、綿繊維、スフ、マニラ麻、パルプ、レーヨン、アセテート繊維、ポリエステル
繊維、ポリビニルアルコール繊維、ポリアミド繊維、ポリオレフィン繊維等）の単独また
は混紡等による織布や不織布等の布類；天然ゴム、ブチルゴム等からなるゴムシート類；
発泡ポリウレタン、発泡ポリクロロプレンゴム等の発泡体からなる発泡体シート類；アル
ミニウム箔、銅箔等の金属箔；これらの複合体；等を用いることができる。前記プラスチ
ックフィルム類は、無延伸タイプであってもよく、延伸タイプ（一軸延伸タイプまたは二
軸延伸タイプ）であってもよい。支持シートには、必要に応じて、充填剤（無機充填剤、
有機充填剤など）、老化防止剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、滑剤、可塑剤
、着色剤（顔料、染料など）等の各種添加剤が配合されていてもよい。支持シートは、単
層の形態を有していてもよく、積層された形態を有していてもよい。支持シートの厚さは
目的に応じて適宜選択できる。一般的には、例えば凡そ１０μｍ～５００μｍ程度とする
ことが適当である。
【００７９】
　少なくとも一方の表面（前面および／または背面）が剥離面となっている形態の支持シ
ートとしては、当該表面に剥離処理が施された（典型的には、剥離処理剤による剥離処理
層が設けられた）支持シートを好適に用いることができる。上記剥離処理層の形成には、
公知または慣用の剥離処理剤（例えば、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系等の剥
離処理剤）を用いることができる。また、フッ素系ポリマー（例えば、ポリテトラフルオ
ロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデ
ン、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、クロロフルオロエチ
レン－フッ化ビニリデン共重合体等のフッ素系樹脂）、低極性ポリマー（例えば、ポリエ
チレン、ポリプロピレン等のオレフィン系樹脂）等の低接着性材料からなる支持シートで
は、該シートの表面を、特に剥離処理を施すことなく剥離面として利用することができる
。あるいは、低接着性材料からなる支持シートの表面に更に剥離処理を施してもよい。
【００８０】



(19) JP 2011-190456 A 2011.9.29

10

20

30

40

50

　少なくとも前面が剥離面となっているタイプの支持シート（剥離ライナー）としては、
紙（上質紙、グラシン紙等が好適である。）の少なくとも前面（粘着剤層側の面）にポリ
エチレンがラミネートされ、その表面にシリコーン系剥離処理剤による剥離処理（シリコ
ーン処理）が施されたものを好ましく使用し得る。より好ましい支持シートとして、紙の
前面および背面の両方にポリエチレンがラミネートされ、その少なくとも前面にシリコー
ン処理が施されたものが挙げられる。紙の背面をポリエチレンでラミネートすることによ
り、支持シート（特に、該シートを構成する紙）が吸湿してシワが生じる事象を防止し、
経時や湿度上昇時にも背面の標章を見やすく表示することができる。
【００８１】
　ここに開示される粘着製品が片面粘着タイプの粘着シートを含んで構成されている場合
、該粘着シートにおける支持シートの前面（非剥離性の表面）には、粘着剤の投錨性を高
めるために、コロナ放電処理、プラズマ処理、下塗り剤の塗布等の、公知または慣用の表
面処理が施されていてもよい。
【００８２】
　また、ここに開示される粘着剤層が基材付き両面粘着シートとして構成されている場合
、その基材（非剥離性基材）としては、上記で例示した支持シートと同様のもの（各種プ
ラスチックフィルム類、紙類、布類、ゴムシート類、発泡体シート類、金属箔、これらの
複合体等）を適宜選択して用いることができる。好適例として、紙類および布類（不織布
等）が挙げられる。
【００８３】
　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる実施例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」および「％
」は、特に断りがない限り質量基準である。
【００８４】
　　＜例１＞
　冷却管、窒素導入管、温度計および攪拌機を備えた反応容器に、イオン交換水３５部を
入れ、窒素ガスを導入しながら６０℃で１時間以上攪拌して窒素置換を行った。この反応
容器に、２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンア
ミジン］ハイドレート（重合開始剤）（和光純薬工業株式会社から入手可能な商品名「Ｖ
Ａ－０５７」を使用した。）０．１部を加えた。系を６０℃に保ちつつ、ここにモノマー
エマルションを４時間かけて徐々に滴下して乳化重合反応を進行させた。モノマーエマル
ションとしては、ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）９０部、２－エチルヘキシルアクリレ
ート（２ＥＨＡ）１０部、アクリル酸（ＡＡ）４部、ドデカンチオール（連鎖移動剤）０
．０５部およびポリオキシエチレンラウリル硫酸ナトリウム（乳化剤）２部をイオン交換
水４０部に添加して乳化したものを使用した。モノマーエマルションの滴下終了後、さら
に２時間６０℃に保持し、次いでアスコルビン酸０．１部および３５％過酸化水素水０．
１部（追加の重合開始剤）を添加した。系を室温まで冷却した後、１０％アンモニア水の
添加によりｐＨを７に調整して、アクリル系重合体エマルション（水分散型アクリル系重
合体）を得た。
【００８５】
　上記アクリル系重合体エマルションに対し、該エマルションに含まれるアクリル系重合
体１００部当たり、固形分基準で３０部の粘着付与樹脂エマルションを加えて均一に攪拌
混合することにより、水性エマルション型の粘着剤組成物を調製した。ここで、粘着付与
樹脂エマルションとしては、ハリマ化成株式会社製の商品名「ＳＫ－２５３ＮＳ」（軟化
点１４５℃の重合ロジン系樹脂の水性エマルション）を使用した。この「ＳＫ－２５３Ｎ
Ｓ」は、有機溶剤を実質上全く用いずに製造された粘着付与樹脂エマルションである。
【００８６】
　上質紙の片面に、緑色のインク（サカタインクス社製、商品名「ラップトーン」、色相
－緑）を用いて、１４ポイントのセンチュリーゴシック体で「Ｌｏｗ　ＶＯＣｓ」の標章
を一定間隔で印刷した。この標章の配置間隔を変更することにより、上質紙の片面の表面
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を作製した。なお、上記印字面積率は、印刷紙をデジタルカメラで撮影し、得られた画像
をモノクロ変換処理後に二値化し、次いで市販の画像処理ソフト（三谷商事株式会社、商
品名「Ｗｉｎｒｏｏｆ」）を用いて印字面積率を算出した。
【００８７】
　これら各印刷紙の印刷面（背面）およびその反対側の面（前面）にそれぞれポリエチレ
ンをラミネートし、さらにシリコーン処理を施した。このようにして、前面および背面が
いずれも剥離面となっている剥離ライナー（支持シート）を作製した。この剥離ライナー
の背面には、上質紙の片面に印刷された緑色の標章が、該片面を覆うポリエチレンラミネ
ートを透過して表示されている。
【００８８】
　上記で作製した計８種の剥離ライナーをそれぞれ二枚づつ使用して、基材付き両面粘着
シートの両粘着面が剥離ライナーで保護された形態の粘着製品を作製した。すなわち、一
枚目の剥離ライナーの前面に上記粘着剤組成物を塗布し、１００℃で２分乾燥して厚み約
６０μｍの粘着剤膜を形成した。同様にして、二枚目の剥離ライナーの前面に厚み約６０
μｍの粘着剤膜を形成した。これらの粘着剤膜付き剥離ライナーを不織布基材（商品名「
ＳＰ原紙－１４」、大福製紙株式会社製、坪量１４ｇ／ｍ2、厚さ４２μｍ、嵩密度０．
３３ｇ／ｃｍ3のパルプ系不織布）の両面にそれぞれ貼り合わせて、該不織布基材（非剥
離性基材）の両面に粘着剤を転写した。この基材付き両面粘着シート（粘着剤層）の両粘
着面は、該両面粘着シートの作製に使用した剥離ライナーによってそのまま保護されてい
る。このようにして、剥離ライナーの印字面積率が異なる計８種の粘着製品を作製した。
【００８９】
　　＜例２＞
　ＢＡ７０部、２ＥＨＡ２７部、ＡＡ３部および２－ヒドロキシエチルアクリレート０．
１を、重合開始剤としての２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）０．２部
および重合溶媒としての酢酸エチルとともに反応容器に仕込み、７０℃で８時間の溶液重
合を行って、重量平均分子量７０×１０４のアクリル系重合体の酢酸エチル溶液を得た。
この溶液に、該溶液に含まれるアクリル系重合体１００部当たり、粘着付与樹脂（理化タ
ック社製、商品名「リカタックＰＣＪ」、軟化点１２８℃の重合ロジンエステル樹脂）２
０部と、架橋剤（日本ポリウレタン工業社製のイソシアネート系架橋剤、商品名「コロネ
ートＬ」）２部とを加えて均一に攪拌混合することにより、溶剤型の粘着剤組成物を調製
した。この溶剤型粘着剤組成物を用いた点以外は例１と同様にして、剥離ライナーの印字
面積率が異なる計８種の粘着製品を作製した。
【００９０】
　例１および例２で作製した各粘着製品について、上述した方法により、粘着剤層（ここ
では基材付き両面粘着シート）１ｇ当たりのトルエン放散量およびＴＶＯＣ量を測定した
。なお、各両面粘着シート１ｇには約０．９１ｇの粘着剤が含まれる。その結果、例１に
係る粘着製品は、いずれも、粘着剤層のトルエン放散量が２～３μｇ／ｇであり、ＴＶＯ
Ｃ量が３５～４５μｇ／ｇであることが確認された。また、例２に係る粘着製品は、いず
れも、粘着剤層のトルエン放散量が２～３μｇ／ｇであり、ＴＶＯＣ量が２００～２５０
μｇ／ｇであることが確認された。
【００９１】
　例１で作製した８種類の支持シートを１０ｃｍ×１０ｃｍのサイズに切断し、これらを
垂直な壁面に、上記印字が表示された面（背面）が外側となるようにして、概ね目の高さ
の位置に固定した。視力１．０の試験担当者が、上記壁から１０ｍ離れた位置に立って支
持シートの背面を目視し、標章の色が認識できるかどうかを評価した。その結果を、標章
の色が認識できた場合を「識別性○」、認識できなかった場合を「識別性×」として表１
に示した。
【００９２】
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【００９３】
　表１に示されるように、印字面積率を５％以上（より具体的には、５％以上５０％以下
）とすることにより、１０ｍの距離からであっても標章の色を良好に識別することができ
た。このように離れた箇所からの識別性に優れることは、ロール状の粘着製品が例えば遠
くの棚に置いてある場合に、当該粘着製品が低ＶＯＣ仕様であることを遠くからも認識す
ることができるので、低ＶＯＣ仕様の粘着製品を効率よく取りに行くことができる。この
ことによって、該粘着製品を使用する際の作業性を向上させることができる。
【００９４】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、請求の範囲を限定
するものではない。請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々に変形、
変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【００９５】
１，２，３，４，５，６：粘着製品
１０：粘着剤層（基材付き両面粘着シート）
１０Ａ：第一粘着面（前面）
１０Ｂ：第二粘着面（背面）
１２：非剥離性基材
１４，１５：粘着剤
１６：標章
１７：剥離ライナー（支持シート）
１７Ａ：前面
１７Ｂ：背面
１８，３８，５８：剥離ライナー
３０：粘着剤層（基材レス両面粘着シート）
３０Ａ：第一粘着面（前面）
３０Ｂ：第二粘着面（背面）
３７：剥離ライナー（支持シート）
３７Ａ：前面
３７Ｂ：背面
５０：粘着剤層
５０Ａ：第一粘着面（前面）
５０Ｂ：第二粘着面（背面）
５１：片面粘着シート
５２：支持シート（支持基材）
５２Ａ：前面
５２Ｂ：背面
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【図１】 【図２】
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【手続補正書】
【提出日】平成23年5月25日(2011.5.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被着体に貼り付け可能な粘着面を有する粘着剤層と、該粘着剤層の背面上に配置された
支持シートと、を備えた粘着製品であって、
　前記粘着剤層を構成する粘着剤は、重合溶媒として酢酸エチルを用いた溶液重合により
得られたアクリル系重合体を含む溶剤型の粘着剤組成物から形成された粘着剤であり、
　前記支持シートは前面と背面とを有し、該支持シートの前面が前記粘着剤層の背面上に
配置されており、
　前記支持シートの前面は、該前面から前記粘着剤層の背面を剥離可能な剥離面となって
おり、
　前記支持シートは、前記背面にポリエチレンがラミネートされた紙であって、該背面に
は緑色および青色から選択される色彩の標章が表示されており、かつ、前記支持シートの
背面の面積のうち、前記標章の占める面積が５％以上５０％以下であり、
　前記標章のサイズは１ｍｍ×１ｍｍ以上である、粘着製品。
【請求項２】
　前記アクリル系重合体を構成するモノマー成分の総量のうち８０質量％以上が、炭素原
子数１～２０のアルキル（メタ）アクリレートである、請求項１に記載の粘着製品。
【請求項３】
　前記炭素原子数１～２０のアルキル（メタ）アクリレートは、ブチルアクリレート単独
、２－エチルヘキシルアクリレート単独、またはブチルアクリレートと２－エチルヘキシ
ルアクリレートとの組み合わせである、請求項２に記載の粘着製品。
【請求項４】
　前記粘着剤組成物は、粘着付与樹脂として少なくとも重合ロジンエステルを含む、請求
項１から３のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項５】
　前粘着剤組成物は、前記アクリル系重合体１００質量部に対して、前記粘着付与樹脂を
１０～８０質量部含有する、請求項４に記載の粘着製品。
【請求項６】
　前記紙は、クラフト紙、グラシン紙、上質紙、合成紙およびトップコート紙から選択さ
れる、請求項１から５のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項７】
　前記紙の色は、白色、クリーム色および黄色から選択される、請求項１から６のいずれ
か一項に記載の粘着製品。
【請求項８】
　前記標章は、揮発性有機化合物量が少ないことを表す文字、図形もしくは記号またはこ
れらの結合と、前記色彩との結合である、請求項１から７のいずれか一項に記載の粘着製
品。
【請求項９】
　前記標章は緑色である、請求項１から８のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項１０】
　前記粘着剤層は、８０℃で３０分間加熱したときのトルエン放散量が、該粘着剤層１ｇ
当たり２０μｇ以下である、請求項１から９のいずれか一項に記載の粘着製品。
【請求項１１】
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　前記粘着剤層は、８０℃で３０分間加熱したときの総揮発性有機化合物量が、該粘着剤
層１ｇ当たり３００μｇ以下である、請求項１から１０のいずれか一項に記載の粘着製品
。
【請求項１２】
　前記粘着剤層は、非剥離性基材の両面に粘着剤を有する両面粘着シートとして構成され
ている、請求項１から１１のいずれか一項に記載の粘着製品。
 



(25) JP 2011-190456 A 2011.9.29

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4F100 AK25  AK52  AT00B AT00D DC23A DG10  HB00A HB31  JD16  JL10A
　　　　 　　        JL11D JL13C JL13E JL14B
　　　　 　　  4J004 AA10  AB01  CA04  CB03  CC03  CE01  DA02  DA06  EA01  EA05 
　　　　 　　        EA06  FA01 
　　　　 　　  4J040 DF041 DF051 JA03  JA09  JB09  LA11 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	overflow

